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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　超伝導バルク磁石（２１）を着磁するための方法であって、
　ステップａ）（２０２）電気励磁磁石である励磁磁石（１）の励磁ボア（３）内部に前
記超伝導バルク磁石（２１）を配置するステップと、これに続く
　ステップｂ）（２０６、２１６）前記励磁磁石（１）に少なくとも１つの電流（Ｉ０）
を印加して、外部から前記超伝導バルク磁石（２１）に印加される磁場（４）を前記励磁
磁石（１）によって発生させるステップであって、前記超伝導バルク磁石（２１）の温度
Ｔｂｕｌｋが前記超伝導バルク磁石（２１）の臨界温度Ｔｃを超えるステップと、これに
続く
　ステップｃ）（２０８、２１８）前記超伝導バルク磁石（２１）の前記温度Ｔｂｕｌｋ

を前記超伝導バルク磁石（２１）の前記臨界温度Ｔｃ未満に下げるステップと、これに続
く
　ステップｄ）（２１０、２２０）前記励磁磁石（１）で少なくとも前記１つの電流（Ｉ

０）をオフにするステップであって、Ｔｂｕｌｋ＜Ｔｃであるステップと、これに続く
　ステップｅ）（２２８）前記励磁ボア（３）から前記超伝導バルク磁石（２１）を取り
外し、Ｔｂｕｌｋ＜Ｔｃを維持するステップと、を有し、
　前記方法は、
　ステップａ’）（２０４）少なくとも部分的に前記超伝導バルク磁石（２１）の超伝導
ボア（７）内部に磁場補正ユニット（３１）を配置して、前記磁場補正ユニット（３１）
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の補正コイルシステム（３６）が少なくとも部分的に前記超伝導ボア（７）内に位置する
ようにするステップと、
　ステップｂ’）（２１７）前記磁場補正ユニット（３１）に少なくとも１つの補助電流
（Ｉ１、Ｉ２、Ｉ３）を印加して、前記超伝導ボア（７）内から前記超伝導バルク磁石（
２１）に印加される補助磁場（５３；６３；７３）を前記磁場補正ユニット（３１）によ
って発生させるステップであって、Ｔｂｕｌｋ＞Ｔｃであり、前記補助磁場（５３；６３
；７３）のＢｚ成分は、少なくとも一次の軸上勾配磁場寄与（５３；６３）を含み、
　ステップａ’）（２０４）がステップｂ’）（２１７）の前に行われ、ステップｂ’）
（２１７）がステップｃ）（２１８）の前に行われる、ステップと、
　ステップｄ’）（２２１）前記磁場補正ユニット（３１）で前記少なくとも１つの補助
電流（Ｉ１、Ｉ２、Ｉ３）をオフにするステップであって、Ｔｂｕｌｋ＜Ｔｃであり、
　ステップｄ’）（２２１）がステップｃ）（２１８）の後に行われる、ステップと、
　をさらに含むことを特徴とする、方法。
【請求項２】
　前記方法は、少なくともステップｂ）（２０６、２１６）と、これに続くステップｃ）
（２０８、２１８）と、これに続くステップｄ）（２１０、２２０）と、これに続くステ
ップｆ）（２１２、２２２）と、これに続くステップｇ）（２１４、２２６）とを含む、
少なくとも１回の準備ステップサイクル（２３２、２３４）を含み、
　ステップｆ）（２１２、２２２）で、前記超伝導バルク磁石（２１）の前記超伝導ボア
（７）内の磁場分布を測定し、Ｔｂｕｌｋ＜Ｔｃであり、
　ステップｇ）（２１４、２２６）で、ステップｆ）（２１２、２２２）で測定された前
記磁場分布から、次のステップサイクル（２３４、２３６）で前記磁場補正ユニット（３
１）に印加されるべき少なくとも１つの補助電流（Ｉ１、Ｉ２、Ｉ３）を決定し、前記超
伝導バルク磁石（２１）の前記温度Ｔｂｕｌｋを前記臨界温度Ｔｃより高く上げることを
特徴とし、
　前記方法は、少なくともステップｂ）（２１６）およびステップｂ’）（２１７）と、
これに続くステップｃ）（２１８）と、これに続くステップｄ）（２２０）およびステッ
プｄ’）（２２１）と、これに続くステップｅ）（２２８）とを含む、最終ステップサイ
クル（２３６）を含み、
　ステップｂ’）（２１７）で、前の前記準備ステップサイクル（２３２、２３４）のス
テップｇ）（２１４、２２６）で決定された前記少なくとも１つの補助電流（Ｉ１、Ｉ２

、Ｉ３）を設定することを特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　少なくとも１回の準備ステップサイクル（２３２、２３４）、特に１回目の準備ステッ
プサイクル（２３２）において、前記磁場補正ユニット（３１）に補助電流（Ｉ１、Ｉ２

、Ｉ３）が印加されないことを特徴とする請求項２に記載の方法。
【請求項４】
　少なくとも１回の準備ステップサイクル（２３２、２３４）が、ステップｃ）（２１８
）の前に行われるステップｂ’）（２１７）も含み、ステップｃ）（２１８）の後からス
テップｆ）（２２２）の前までに行われるステップｄ’）（２２１）も含むことを特徴と
する請求項２または３に記載の方法。
【請求項５】
　ステップｆ）（２１２、２２２）中において、前記超伝導バルク磁石（２１）の前記超
伝導ボア（７）内の前記磁場分布は、前記超伝導バルク磁石（２１）の中心軸（５）に沿
って移動すると共に前記中心軸（５）の周りを回転する少なくとも１つの磁場センサー（
３４）によって測定されることを特徴とする請求項２乃至４のいずれか１項に記載の方法
。
【請求項６】
　前記補助磁場（５３；６３；７３）のＢｚ成分は、少なくとも二次の軸上勾配磁場寄与
（５３；６３）を含むことを特徴とする請求項１乃至５のいずれか１項に記載の方法。
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【請求項７】
　前記補助磁場（５３；６３；７３）のＢｚ成分は、軸外勾配磁場寄与（７３）を含むこ
とを特徴とする請求項１乃至６のいずれか１項に記載の方法。
【請求項８】
　前記磁場補正ユニット（３１）は、前記方法の間、前記超伝導バルク磁石（２１）の前
記温度Ｔｂｕｌｋを実質的に超える温度に保たれることを特徴とする請求項１乃至７のい
ずれか１項に記載の方法。
【請求項９】
　ステップｅ）（２２８）は、前記超伝導バルク磁石（２１）の前記超伝導ボア（７）か
ら前記磁場補正ユニット（３１）を取り外し、前記励磁磁石（１）なし、前記磁場補正ユ
ニット（３１）なしで着磁された前記超伝導バルク磁石（２１）を適用現場に輸送するこ
とをさらに含むことを特徴とする、請求項１乃至８のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１０】
　特に請求項１乃至９のいずれか１項に記載の方法で使用するための、超伝導バルク磁石
（２１）を着磁するための装置（１００）であって、
　前記装置（１００）は、
－磁場（４）を発生させるための電気励磁磁石である励磁磁石（１）であって、励磁ボア
（３）を有する前記励磁磁石（１）と、
－室温ボア（１２）を有するクライオスタット（１１）であって、少なくとも部分的に前
記励磁ボア（３）内に位置する前記クライオスタット（１１）と、
－超伝導バルク磁石（２１）が前記励磁ボア（３）内に位置するように、且つ、前記クラ
イオスタット（１１）の前記室温ボア（１２）が少なくとも部分的に前記超伝導バルク磁
石（２１）の超伝導ボア（７）内に位置するように、前記クライオスタット（１１）内に
位置する前記超伝導バルク磁石（２１）と、
－前記クライオスタット（１１）の外部にあって少なくとも部分的に前記クライオスタッ
ト（１１）の前記室温ボア（１２）内に位置する磁場補正ユニット（３１）であって、前
記磁場補正ユニット（３１）は、補助磁場（５３；６３；７３）を発生させるための補正
コイルシステム（３６）を含み、前記補正コイルシステム（３６）は、少なくとも部分的
に、好ましくは完全に、前記超伝導ボア（７）内に位置する、前記磁場補正ユニット（３
１）と
　を含む装置（１００）。
【請求項１１】
　前記磁場補正ユニット（３１）は、少なくとも１つの磁場センサー（３４）、特にホー
ルセンサーまたはＮＭＲ型センサーをさらに含むことを特徴とする請求項１０に記載の装
置（１００）。
【請求項１２】
　前記少なくとも１つの磁場センサー（３４）のうち、１つまたは複数の磁場センサー（
３４）が、前記室温ボア（１２）の中心軸（５）に対して半径方向の距離に配置されてい
ることを特徴とする請求項１１に記載の装置（１００）。
【請求項１３】
　前記磁場補正ユニット（３１）は、前記室温ボア（１２）の中心軸（５）に沿って前記
磁場補正ユニット（３１）を移動させ、前記室温ボア（１２）の前記中心軸（５）の周り
で前記磁場補正ユニット（３１）を回転させるための機構（３５）、特に電動式機構（３
５）を備えることを特徴とする請求項１０乃至１２のいずれか１項に記載の装置（１００
）。
【請求項１４】
　前記磁場補正ユニット（３１）は、前記補助磁場（５３；６３；７３）のＢｚ成分に対
する少なくとも一次の軸上勾配磁場寄与（５３；６３）を発生させるための少なくとも１
つのコイルサブセット（５１；６１）を含み、特に、前記磁場補正ユニット（３１）は、
前記補助磁場（５３；６３；７３）の前記Ｂｚ成分に対する少なくとも一次および二次の
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軸上勾配磁場寄与（５３；６３）を発生させるための少なくとも２つのコイルサブセット
（５１；６１）を含むことを特徴とする請求項１０乃至１３のいずれか１項に記載の装置
（１００）。
【請求項１５】
　前記磁場補正ユニット（３１）は、前記補助磁場（５３；６３；７３）のＢｚ成分に対
する軸外勾配磁場寄与（７３）を発生させるための少なくとも１つのコイルサブセット（
７１）を含むことを特徴とする請求項１０乃至１４のいずれか１項に記載の装置（１００
）。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、超伝導バルク磁石を着磁するための方法に関し、本方法は、
　ステップａ）電気励磁磁石の励磁ボア内部に超伝導バルク磁石を配置するステップと、
これに続く
　ステップｂ）励磁磁石に少なくとも１つの電流を印加して、外部から超伝導バルク磁石
に印加される磁場を励磁磁石によって発生させるステップであって、超伝導バルク磁石の
温度Ｔｂｕｌｋが超伝導バルク磁石の臨界温度Ｔｃを超えるステップと、これに続く
　ステップｃ）超伝導バルク磁石の温度Ｔｂｕｌｋを超伝導バルク磁石の臨界温度Ｔｃ未
満に下げるステップと、これに続く
　ステップｄ）励磁磁石で少なくとも１つの電流をオフにするステップであって、Ｔｂｕ

ｌｋ＜Ｔｃであるステップと、これに続く
　ステップｅ）励磁ボアから超伝導バルク磁石を取り外し、Ｔｂｕｌｋ＜Ｔｃを維持する
ステップと
　を有する。
【背景技術】
【０００２】
　そのような方法が、特許文献１に記載されている。
【０００３】
　超伝導体は、実質的に抵抗損なしで電流を通すことができる。超伝導体は、例えば、高
強度の磁場を発生させるために使用され、特に、核磁気共鳴（＝ＮＭＲ）用途において使
用される。ただし、超伝導体は極低温にさらされねばならない。というのは、超伝導は、
超伝導材料に特異的な臨界温度Ｔｃ未満でのみ想定されるからである。
【０００４】
　一般的な超伝導体の用途では、超伝導線、例えばテープ状やワイヤ状の超伝導線などを
使用する。超伝導線は、直接（例えば電流輸送のために）、または、例えばコイルを巻く
ことにより、所望の形態にされた後に使用され得る。特に、高磁場用途の超伝導コイルは
、通常、ソレノイド型に巻かれた超伝導線で作られている。
【０００５】
　しかしながら、超伝導バルク磁石も知られている。この場合、超伝導電流は超伝導体片
または超伝導片の積層体の内部を循環し、超伝導バルク磁石は多くの場合閉リング形状を
有する。そのような構造は単純で安価に製造でき、多くの場合、高温超伝導体（＝ＨＴＳ
）材料から作られる。
【０００６】
　超伝導バルク磁石は、例えば特許文献１に記載されている「磁場中冷却法」と呼ばれる
工程によってロードされ得る。この工程では、超伝導バルク磁石を電気励磁磁石の励磁ボ
ア内部に配置し、次いで、超伝導バルク磁石の温度ＴｂｕｌｋがまだＴｃを超えている間
に励磁磁石をオンにして磁場を発生させる。次いで、超伝導バルク磁石はＴｃ未満に冷却
され、超伝導状態になる。続いて、ＴｂｕｌｋをＴｃ未満に保ったまま、励磁磁石をオフ
にする。これにより、超伝導バルク磁石に電流が誘導されて、超伝導バルク磁石内の磁束
が維持される。言い換えると、超伝導バルク磁石は磁場をその内部に捕捉する。次いで超
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伝導バルク磁石は、励磁磁石から取り出され、捕捉磁場が使用され得る場所に輸送され得
る。
【０００７】
　超伝導バルク磁石は、ＮＭＲ用途に提案されている。特許文献２を参照されたい。前記
ＮＭＲ用途などの多くの用途では、磁場の高均一性が望まれる。しかしながら、磁場中冷
却プロセスを介して着磁されてその超伝導ボアに提供される超伝導バルク磁石について、
その典型的な磁場の均一性は比較的低い。
【０００８】
　ＮＭＲ測定中など、その使用中に不均一な磁場を補正するために電気シムコイルを使用
することは周知である。通常、電気シムコイルは、超伝導磁石を囲むクライオスタットの
室温ボアに配置される。しかしながら、シムコイルは電流が印加されすぎると熱くなり、
シムコイルと場合によっては試料も損傷するため、シムコイルによっては比較的小さい磁
場不均一性の補正のみが可能である。特許文献３には、超伝導バルク磁石のクライオスタ
ット内の電気シムコイルシステムが提案されている。ただし、その場合このシムコイルシ
ステムはクライオスタットに熱を導入するため、クライオスタットの稼働が高くつくこと
になるか、または、場合によっては、クライオスタットに設けられた冷却能力が過負荷に
なる。
【０００９】
　別の一般的な手法は、結果として得られる磁場の均一性を改善するために様々な方法で
超伝導バルク磁石を成形するものである。例えば、特許文献４、特許文献５、特許文献３
を参照されたい。これらの手法によって磁場均一性を改善するが、その手法は実現するの
が困難で高くつき、改善効果は限られている。
【００１０】
　特許文献６は、着磁されるべき超伝導バルクを大型の着磁ユニットのボア内に配置し、
大型の着磁ユニットの該ボアに磁場調整ユニットをさらに配置し、そのコイルを超伝導バ
ルクの外側に配置することを提案している。超伝導バルクは、着磁ユニットと磁場調整ユ
ニットの両方を使用して着磁される。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１１】
【特許文献１】米国特許第７８５９３７４Ｂ２号明細書
【特許文献２】独国特許第１９９０８４３３Ｃ２号明細書
【特許文献３】米国特許第９５６４２６２Ｂ２号明細書
【特許文献４】米国特許第８９４８８２９Ｂ２号明細書
【特許文献５】米国特許第８２２８１４８Ｂ２号明細書
【特許文献６】国際公開第２０１５／０１５８９２Ａ１号パンフレット
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　本発明の目的は、超伝導バルク磁石の捕捉磁場のより高い均一性を簡単な方法で得るこ
とができる、超伝導バルク磁石を着磁する方法を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　この目的は、本発明によれば、冒頭に記載した方法によって達成され、
　本方法は、
　ステップａ’）少なくとも部分的に超伝導バルク磁石の超伝導ボア内部に磁場補正ユニ
ットを配置して、磁場補正ユニットの補正コイルシステムが少なくとも部分的に超伝導ボ
ア内に位置するようにするステップと、
　ステップｂ’）磁場補正ユニットに少なくとも１つの補助電流を印加して、超伝導ボア
内から超伝導バルク磁石に印加される補助磁場を磁場補正ユニットによって発生させるス
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テップであって、Ｔｂｕｌｋ＞Ｔｃであり、
　ステップａ’）がステップｂ’）の前に行われ、ステップｂ’）がステップｃ）の前に
行われる、ステップと、
　ステップｄ’）磁場補正ユニットで少なくとも１つの補助電流をオフにするステップで
あって、Ｔｂｕｌｋ＜Ｔｃであり、
　ステップｄ’）がステップｃ）の後に行われる、ステップと、
　をさらに含むことを特徴とする。
【００１４】
　本発明は、超伝導バルク磁石を着磁するために磁場中冷却プロセスに補助磁場を含める
ことを提案する。超伝導バルク磁石は、外部励磁磁石によって発生する磁場と、超伝導ボ
ア内に補正コイルシステムを備えた磁場補正ユニットによって発生する補助磁場との両方
にさらされる。このようにして、超伝導バルク磁石の半径方向外側部分と、超伝導バルク
磁石の半径方向内側部分との両方が誘導電流を通すことになり、これにより、誘導電流が
、低温の超伝導バルク磁石によって捕捉された磁場を発生させる。超伝導バルク磁石の半
径方向内側部分の誘導電流によって、特に磁場中冷却プロセス中に印加された補助磁場を
反復して最適化することによって、捕捉磁場の磁場均一性の著しい改善が達成され得る。
【００１５】
　一般に、高均一性レベル（１００ｐｐｍ以下、さらには１０ｐｐｍ以下など）の捕捉磁
場が必要とされて確立されるのは、試料体積ＳＶとしばしば呼ばれる、典型的にはＳＶ≦
１ｃｍ３であり、多くの場合ＳＶ≦０．５ｃｍ３またはＳＶ≦０．２ｃｍ３である、超伝
導ボア内部の小さい体積においてのみであることに留意されたい。ただし試料体積は、典
型的な試料を受けるのに十分な大きさであって、典型的にはＳＶ≧１ｍｍ３、多くの場合
ＳＶ≧２ｍｍ３またはＳＶ≧５ｍｍ３である。
【００１６】
　ＲｅＢＣＯバルクリングスタックなどの超伝導バルク磁石が外部磁場で「磁場中冷却」
を施され、次いで外部磁場がゼロまで減少すると、リングの内部ボアなどの超伝導ボア内
部の磁束が保存され、最初に印加された磁場分布に非常に近い磁場分布が捕捉される（保
存される）。これは、超伝導バルク磁石内の超伝導ボアの周りを方位角方向に流れる誘導
円電流の結果として生じる。外部励磁磁石の外部磁場を減少させると、誘導電流が外部か
ら内部へと蓄積し、すなわち、誘導される最初の電流は超伝導バルク磁石の外面のすぐ下
を流れ、あらゆる時点および超伝導バルク磁石内のあらゆる位置で局所電流密度を臨界値
Ｊｃのすぐ下に保持するために、より多くの電流が誘導されるにつれて電流前線がさらに
内側に移動する。
【００１７】
　結果として、着磁工程の終わりに、超伝導バルク磁石（または、その超伝導バルク材料
それぞれ）の半径方向の最も内側の部分が通常ゼロ電流密度になる。これが必要なのは、
すべての超伝導バルク材料が（局所）臨界電流に近い電流で励磁された場合、電流が、通
電容量が（一時的に）不十分な局所点をそれ以上回避することができなくなることで、局
所的なクエンチ（ｑｕｅｎｃｈ）が発生し始め、磁束分布全体が不安定になるからである
。したがって、安定した磁石には、内部の（すなわち、超伝導ボアに隣接した）無電流超
伝導バルク材料の有限層（または安定化体積）がそれゆえに必要である。実際には、適用
される超伝導バルク磁石の無電流体積分率（または利用可能な安定化体積分率）は、通常
１０～３０％オーダーのものである。なお、そのような安全マージンは、超伝導バルク材
料中の（永久的に非超伝導の、おそらくは未知の）欠陥を説明するのにも役立つ。
【００１８】
　一方、本発明者らは、超伝導バルク磁石の内壁で、超伝導ボアに隣接した超伝導バルク
磁石内の前記層の磁場均一性を補正するための微小電流を誘導しても害がないことを発見
した。これらの電流は安定化体積のごく一部を消費するにすぎず、一般的には、磁石安定
化に関する限り重要ではない。というのは、補償されるべき不均一性は通常、数百ｐｐｍ
以下のオーダーのものであり、すなわち、典型的な安定化体積分率よりはるかに小さいか
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らである。例えば、超伝導バルク磁石内に電流がない２０％の安定化体積分率が適用され
、（励磁磁石によって発生する磁場と比較して）１０００ｐｐｍオーダーの補助磁場を発
生させるために補正電流が必要とされた場合、対応する補正電流には約８０％＊１，００
０／１，０００，０００＝０．０８％の体積が必要である。したがって、１９．９２％の
安定化体積分率が残り、これは実際には２０％と同程度に良好である。
【００１９】
　超伝導バルク磁石の内部（超伝導ボアの壁）の電流は、外部の電流と同じプロセスによ
って、すなわち磁場中冷却によって容易に誘導され得る。超伝導バルク磁石の内部に電流
を誘導できるようにするには、超伝導ボア内部に励起コイルが配置されねばならない。励
起コイル内の電流は、励磁磁石内の電流と同様に、超伝導バルク磁石が冷却されて転移温
度（臨界温度Ｔｃ）を経て動作温度範囲（Ｔｃ未満）になる前に印加される必要があり、
超伝導バルク磁石が動作温度範囲（Ｔｃ未満）にあるときに減少しなければならない。
【００２０】
　実際には、複数のコイルを含む補正コイルシステムが、少なくとも部分的に、通常は完
全に、超伝導ボア内に配置され、補正コイルシステムによって発生する補助磁場を、単に
補助電流のうちの１つまたは複数を設定することによって、すなわちハードウェアの変更
なしに設定することができる。したがって、補助磁場は現在のニーズに容易に適合され、
特に、個々の超伝導バルク磁石、および超伝導バルク磁石が配置されたクライオスタット
などの磁場均一性に関連した他の機器、または使用される励磁磁石に適合され得る。特に
、補助磁場または対応する１つまたは複数の補助電流は反復して最適化されて、適切な磁
場／温度サイクルで超伝導バルク磁石を駆動し得る。
【００２１】
　前のステップに続くものとして記述されるステップは、該前のステップの直後か、また
は１つもしくは複数の他の中間ステップの後に続き得る。
【００２２】
　電流のオンとオフは、通常、電流の増減、好ましくは電流の線形増減によってなされる
ことに留意されたい。
【００２３】
　磁場補正ユニットは、補正コイルシステムを流れる１つまたは複数の補助電流によって
電気的に動作する。複数の補助電流が印加される場合、各補助電流は、補正コイルシステ
ムの特定のコイル（もしくは補正コイル）またはコイルサブセット（補正コイル）に印加
される。通常、特定のコイルサブセットは、特定の磁場勾配の方向と次数を補償するよう
に適合される。通常は、Ｂｚ成分（軸方向に沿った磁場成分）のみが本発明の過程で均一
化を受けることに留意されたい。
【００２４】
　ステップｄ）およびステップｄ’）の後、超伝導バルク内の磁場は、超伝導バルク磁石
によって保存される（「捕捉」磁場）。超伝導バルク磁石を（そのクライオスタットと一
緒に）励磁磁石から（また、通常は、磁場補正ユニットも超伝導ボアから）取り外した後
、超伝導バルク磁石は適用現場に輸送され、目的の用途で使用され得る。超伝導バルク磁
石は、常にその臨界温度Ｔｃよりも十分に低く保たれねばならないので、そのクライオス
タット内に保持され、十分な冷却力が適用されることに留意されたい。典型的な用途の過
程では、試料は（試料体積内の）捕捉磁場に位置決めされ、ＮＭＲ測定などの測定を受け
る。必要に応じて、（試料体積内の）捕捉磁場をさらに均一化するために超伝導ボアでア
クティブシムシステムが使用され得る。
【００２５】
　ステップｃ）では、十分な超伝導通電容量を提供するために、温度ＴｂｕｌｋはＴｃ（
Ｔｃｒｉｔとも呼ばれることもある）よりも大幅に低く下げられ、Ｔｂｕｌｋ≦２／３＊
ＴｃやＴｂｕｌｋ≦１／２＊Ｔｃなど、好ましくは１／３＊Ｔｃ≦Ｔｂｕｌｋ≦２／３＊
Ｔｃなどとされることに留意されたい。
【００２６】
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　超伝導バルク磁石は、通常、特にＲｅＢＣＯ型の高温超伝導体で作られており、または
ＭｇＢ２で作られている。通常は、クライオスタットがドライ乾燥した状態（ドライ）で
動作し得るように、Ｔｃ≧３０Ｋである。本発明で使用される典型的な超伝導バルク磁石
は、３テスラから８テスラの強度、多くの場合４．５テスラから７．５テスラの強度の磁
場を保存するように設計されており、典型的には（クライオスタットを含み）ベンチトッ
プサイズである。
【００２７】
　一般に、超伝導バルク磁石は閉リング形状のものであり、単一の超伝導リング構造、ま
たは、例えばディスクや基板（シートメタルやフォイルなど）上のコーティングといった
複数のリング状の超伝導下部構造からなる。リング状の下部構造は同軸上に配置され、軸
方向および／または半径方向に積み重ねられ、下部構造を構造的に連結することによって
いわゆる「複合体バルク」へと結合され得る。本発明によると、これらの変形形態はすべ
て、超伝導バルク磁石を構成する。超伝導バルク磁石の構造または下部構造は、融液から
生成してもよい。「複合体バルク」へと結合とされるべき下部構造は、通常、基板をコー
ティングすることによって作成される。本発明による超伝導バルク磁石は、そのボア内に
おける磁場の捕捉を可能にし、超伝導バルク磁石は一般にいかなる電流源も有さず、電磁
誘導励磁のためにのみ設計されている。
【００２８】
　本発明の好ましい変形形態
　好ましい変形形態本発明の方法は、以下の通りである。
　方法は、少なくともステップｂ）と、これに続くステップｃ）と、これに続くステップ
ｄ）と、これに続くステップｆ）と、これに続くステップｇ）とを含む、少なくとも１回
の準備ステップサイクルを含み、
　ステップｆ）で、超伝導バルク磁石の超伝導ボア内の磁場分布を測定し、Ｔｂｕｌｋ＜
Ｔｃであり、
　ステップｇ）で、ステップｆ）で測定された磁場分布から、次のステップサイクルで磁
場補正ユニットに印加されるべき少なくとも１つの補助電流を決定し、超伝導バルク磁石
の温度Ｔｂｕｌｋを臨界温度Ｔｃより高く上げる。また、
　方法は、少なくともステップｂ）およびステップｂ’）と、これに続くステップｃ）と
、これに続くステップｄ）およびステップｄ’）と、これに続くステップｅ）とを含む、
最終ステップサイクルを含み、
　ステップｂ’）で、前の準備ステップサイクルのステップｇ）で決定された少なくとも
１つの補助電流を設定する。
【００２９】
　よってこの変形形態では、ステップａ）および通常はステップａ’）の後、１回または
複数回の準備ステップサイクルが行われ、次いで最終ステップサイクルが行われる。ステ
ップａ）、ステップａ’）、および最終ステップサイクルのステップは、既に請求項１に
記載されていることに留意されたい。最も単純なケースでは、１回の準備サイクルのみが
行われる。
【００３０】
　電流および補助電流をオフにした後に次のステップサイクルで得られる超伝導バルク磁
石の磁場分布が、現在のサイクルで測定された磁場分布よりも良好な（試料体積内の）均
一性を有することになるように、ステップｇ）で少なくとも１つの補助電流が決定（計算
）される。１つまたは複数の補助電流と、結果として得られる補助磁場（実験的または事
前の計算によって得られ得る）との相関に関する知識に基づいて、次のステップサイクル
の１つまたは複数の補助電流を、例えば数値計算によって求めることができる。通常、最
終ステップサイクルは、（試料体積内の）捕捉磁場の均一性が十分良好であるかどうか、
すなわち不均一性が所定の閾値レベル未満であるかどうかを検証するためのステップｆ）
も含む。
【００３１】
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　したがって、反復ステップサイクルによって、超伝導バルク磁石の捕捉磁場の均一性の
改善が達成され得る。
【００３２】
　最終ステップサイクルでは、ステップｂ）およびステップｂ’）は任意の順序で、また
は同時に行われ、ステップｄ）およびステップｄ’）は任意の順序で、または同時に行わ
れ得る。
【００３３】
　この変形形態の好ましいさらなる発展形態では、少なくとも１回の準備ステップサイク
ル、特に１回目の準備ステップサイクルにおいて、磁場補正ユニットに補助電流が印加さ
れない。補助電流を印加しない場合、励磁磁石だけから得られる磁場を決定することがで
きる（「バージンプロット」）。これにより、次の（１回または複数回の）ステップサイ
クルの少なくとも１つの補助電流の計算が簡単になる。
【００３４】
　別の好ましいさらなる発展形態では、少なくとも１回の準備ステップサイクルが、ステ
ップｃ）の前に行われるステップｂ’）も含み、ステップｃ）の後からステップｆ）の前
までに行われるステップｄ’）も含む。その場合、超伝導バルク磁石がさらされる磁場に
対する少なくとも１つの補助電流の実際の効果を、少なくとも１つの補助電流の反復に含
めることができ、これによって、捕捉磁場の均一性をさらに一層改善することができる。
準備ステップサイクルでは、ステップｂ）およびステップｂ’）は任意の順序で、または
同時に行われ、ステップｄ）およびステップｄ’）は任意の順序で、または同時に行われ
得る。ステップｂ’）およびｄ’）は、通常、２回目以降の準備ステップサイクルに含ま
れる。
【００３５】
　また、ステップｆ）中において、超伝導バルク磁石の超伝導ボア内の磁場分布は、超伝
導バルク磁石の中心軸に沿って移動すると共に前記中心軸の周りを回転する少なくとも１
つの磁場センサーで測定されるさらなる発展形態も好ましい。これは、（通常は試料体積
内の）捕捉磁場の磁場分布を測定する簡単な方法である。ただ１つだけセンサーが使用さ
れる場合は、センサーも半径方向に移動できることが好ましい。また、異なる（通常は固
定された）半径方向位置に複数のセンサーを有することも可能である。その場合、磁場分
布はより一層高い精度で測定され得る。
【００３６】
　本発明の方法の好ましい一変形形態では、補助磁場のＢｚ成分が、少なくとも一次数、
好ましくは少なくとも二次の軸上勾配磁場寄与を含む。Ｂｚ成分は、超伝導ボアの中心軸
に沿った磁場成分である。軸上勾配は、ｚに関してＢｚを微分することによって得られる
勾配である。通常、励磁磁場の、特に、一次（ｄＢｚ／ｄｚ）軸上勾配、並びに多くの場
合二次（ｄ２Ｂｚ／ｄｚ２）の軸上勾配も、ずばぬけて強い勾配であり、それらの補償に
より、磁場均一性の大幅な改善が可能になる。
【００３７】
　補助磁場のＢｚ成分が軸外磁場勾配寄与を含む変形形態も好ましい。Ｂｚ成分は、超伝
導ボアの中心軸に沿った磁場成分である。軸外勾配は、ｘ（ｄＢｚ／ｄｘ）および／また
はｙ（ｄＢｚ／ｄｙ）に関してＢｚを微分することによって得られる勾配であり、ｘ、ｙ
、ｚはデカルト座標系を形成し、ｚは中心軸に平行である。軸外勾配も補償することによ
って、非常に高レベルの均一性を得ることができる。混合寄与（ＸＺやＹＺ、すなわちｄ
２Ｂｚ／ｄｘｄｚ、またはｄ２Ｂｚ／ｄｙｄｚなど）の補償も行われ得ることに留意され
たい。
【００３８】
　有利な一変形形態では、磁場補正ユニットは、本方法の間、超伝導バルク磁石の温度Ｔ

ｂｕｌｋを実質的に超える温度に保たれる。通常、磁場補正ユニットの温度ＴＦＣＵは、
Ｔｂｕｌｋより少なくとも５０Ｋ高く保たれる。多くの場合、ＴＦＣＵは、方法の間、２
００Ｋ以上に保たれ、特に単純な変形形態では、ＴＦＣＵは方法の間中ずっと、２７３Ｋ
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（０°Ｃ）より高く保たれる。磁場補正ユニットは、超伝導バルク磁石を含むクライオス
タットの室温ボア内に配置され得る。これにより、方法が単純に保たれ、磁場補正ユニッ
トを使用後に簡単に取り外すことができる。さらに、磁場補正ユニット内の電流によって
超伝導バルク磁石が温められる恐れがない。
【００３９】
　さらに好ましいのは、ステップｅ）が、超伝導バルク磁石の超伝導ボアから磁場補正ユ
ニットを取り外し、励磁磁石なし、磁場補正ユニットなしで、着磁された超伝導バルク磁
石を適用現場に輸送することをさらに含むことを備える変形形態である。磁場補正ユニッ
トは、それ自体の外部で超伝導バルク円筒の内壁に補助磁場を印加するように特別に設計
されていてもよく、その取り外し後、目的の用途の間における超伝導バルク磁石の輸送ま
たは使用を妨げない。適用現場では、超伝導バルク磁石によって保存された磁場を使用し
て例えばＮＭＲ分光測定が行われる。
【００４０】
　超伝導バルク磁石を着磁するための発明の装置
【００４１】
　また、本発明の範囲内には、特に上述した発明の方法で使用するための、超伝導バルク
磁石を着磁するための装置が含まれ、本装置は、
－磁場を発生させるための電気励磁磁石であって、励磁ボアを有する励磁磁石と、
－室温ボアを有するクライオスタットであって、少なくとも部分的に励磁ボア内に位置す
るクライオスタットと、
－超伝導バルク磁石が励磁ボア内に位置するように、且つ、クライオスタットの室温ボア
が少なくとも部分的に超伝導バルク磁石の超伝導ボア内に位置するように、クライオスタ
ット内に位置する超伝導バルク磁石と、
－クライオスタットの外部にあって少なくとも部分的にクライオスタットの室温ボア内に
位置する磁場補正ユニットであって、磁場補正ユニットが補助磁場を発生させるための補
正コイルシステムを含み、前記補正コイルシステムが少なくとも部分的に、好ましくは完
全に、超伝導ボア内に位置する、磁場補正ユニットと、
を含む。本発明の装置では、超伝導バルク磁石は、磁場中冷却プロセスによって着磁（励
磁）されてもよく、励磁磁石によって発生した、超伝導バルク磁石の外部から印加された
磁場と、磁場補正ユニットによって発生した、超伝導ボア内から印加された補助磁場との
両方が同時に使用され得る。その場合、特に、室温ボア内の試料体積ＳＶにおいて１００
ｐｐｍよりもよい、特に１０ｐｐｍよりもよい均一性などの高均一性を得るように（全体
的な）捕捉磁場をより意図的に成形することが可能であり、試料体積ＳＶは、通常、ＳＶ
≧１ｍｍ３、多くの場合ＳＶ≧２ｍｍ３またはＳＶ≧５ｍｍ３である。クライオスタット
は、ギフォード・マクマホン冷凍機、パルス管冷凍機、またはスターリング冷凍機などの
冷却ユニット（極低温冷凍機）を備えていてもよく、通常はドライタイプのものである。
励磁磁石と磁場補正ユニットは、（とりわけ）Ｂｚ磁場、すなわち、同軸上に積み重ねて
配置された超伝導ボアと室温ボアとの中心軸と平行な磁場を発生させる。励磁ボアも超伝
導ボアと同軸であることに留意されたい。磁場中冷却プロセス後に超伝導バルク磁石によ
って捕捉された磁場も（とりわけ）Ｂｚ磁場である。
【００４２】
　本発明の装置の好ましい一実施形態では、磁場補正ユニットは、少なくとも１つの磁場
センサー、特にホールセンサーまたはＮＭＲ型センサーをさらに含む。磁場センサーによ
って、超伝導ボア内または室温ボア内それぞれの磁場分布が簡単な方法で測定され得る。
あるいは、磁場補正ユニットとは別個の１つまたは複数の磁場センサーが適用されてもよ
いことに留意されたい。
【００４３】
　有利には、前記実施形態のさらなる発展形態においては、少なくとも１つの磁場センサ
ーのうち、１つまたは複数の磁場センサーが、室温ボアの中心軸に対して半径方向の距離
に配置されている。これにより、特に中心軸の周りの円形線または円筒領域をスキャンす
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るために、中心軸から離れた磁場分布を測定することが可能になる。本発明によれば、中
心軸上に１つの磁場センサー配置することも可能であることに留意されたい。
【００４４】
　有利な一実施形態では、磁場補正ユニットは、室温ボアの中心軸に沿って磁場補正ユニ
ットを移動させ、室温ボアの中心軸の周りで磁場補正ユニットを回転させるための機構、
特に電動式機構を備える。このセットアップでは、円筒面の磁場分布をスキャンするため
に中心軸から半径方向の距離に配置された磁場センサーが使用され得る。複数の磁場セン
サーを使用して、円筒体積が良い近似でほぼ正確にスキャンされ得る。
【００４５】
　別の好ましい実施形態では、磁場補正ユニットは、補助磁場のＢｚ成分に対する少なく
とも一次の軸上勾配磁場寄与を発生させるための少なくとも１つのコイルサブセットを含
み、特に、磁場補正ユニットは、補助磁場のＢｚ成分に対する少なくとも一次および二次
の軸上勾配磁場寄与を発生させるための少なくとも２つのコイルサブセットを含む。その
ような１つまたは複数のコイルサブセットにより、磁場の不均一性の主な寄与が補償され
得る。
【００４６】
　磁場補正ユニットが、補助磁場のＢｚ成分に対する軸外勾配磁場寄与を発生させるため
の少なくとも１つのコイルサブセットを含む実施形態も好ましい。その場合、捕捉磁場の
達成可能な均一性がさらに改善される。
【００４７】
　さらなる利点は、説明および添付の図面から得ることができる。上記および下記の特徴
を、本発明に従って個々にまたは任意の組み合わせでまとめて使用することができる。記
載の実施形態は、網羅的な列挙として理解されるべきではなく、むしろ本発明の説明のた
めの例示的な性質を有する。
【００４８】
　本発明は図面に示されている。
【図面の簡単な説明】
【００４９】
【図１】本発明の装置であって超伝導バルク磁石を着磁するための装置の一実施形態を示
す概略断面図である。
【図２】本発明の方法であって超伝導バルク磁石を着磁するための方法の一変形形態を示
す概略フローチャートである。
【図３】本発明の方法の間における、励磁磁石および磁場補正ユニットにおける電流と、
超伝導バルク磁石の温度との増減を示す概略図である。
【図４】一次軸上勾配寄与についての、超伝導ボアでの、本発明の方法の間における電流
の誘導的引き継ぎを示す概略断面図である。
【図５】二次軸上勾配寄与についての、超伝導ボアでの、本発明の方法の間における電流
の誘導的引き継ぎを示す概略断面図である。
【図６】一次軸外勾配寄与についての、超伝導ボアでの、本発明の方法の間における電流
の誘導的引き継ぎを示す概略断面図である。
【図７】本発明による、半径方向外側と内側からの誘導電流による超伝導バルク磁石の侵
入を示す概略断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００５０】
　図１に、超伝導バルク磁石２１を着磁するための発明の装置１００の例示的な一実施形
態を概略的に示す。
【００５１】
　装置１００は、磁場４を発生させるための、ここでは超伝導型の、励磁クライオスタッ
ト６に位置する電気励磁磁石１を含む。励磁磁石１は、基本的に円筒状のものであり、こ
こでは単一の電流で動作する単一のソレノイド型コイルを備えている（あるいは、励磁磁
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石は、例えば、個々の電流で動作する複数の同軸コイルを含んでいてもよい）。励磁磁石
１は、その内部で磁場４の最大磁場強度が達成され得る励磁ボア３を有する。励磁磁石１
は、発生する磁場４を変化させるために、励磁磁石１における電流を増減させる励磁電流
源２を有する。
【００５２】
　励磁磁石１の励磁ボア３の内部には、超伝導バルク磁石２１が配置されている。超伝導
バルク磁石２１は、基本的には円筒形の閉管状であり、よって、円電流を流すことができ
る。超伝導バルク磁石２１は（励磁クライオスタット６から独立した）クライオスタット
１１に配置されており、クライオスタット１１によって維持される内部温度、よって超伝
導バルク磁石２１の温度Ｔｂｕｌｋは、取り付けられた極低温冷凍機（不図示）と、ここ
ではまた電気加熱装置（やはり不図示）との冷却力を増減させることによって変化し得る
。超伝導バルク磁石２１内の半径方向および軸方向の空間は、超伝導ボア７と呼ばれる。
超伝導バルク磁石２１によって、磁場２５が、超伝導バルク磁石２１の超伝導状態で超伝
導ボア７内に捕捉（保存）され得る（本発明の磁場中冷却プロセスについては図２を参照
）。
【００５３】
　クライオスタット１１には室温ボア１２が置かれ、室温ボア１２は、超伝導ボア７内部
を半径方向に通る。
【００５４】
　励磁ボア３、超伝導ボア７および室温ボア１２は同軸上に配置されており、共通の中心
軸５を共有している。前記中心軸５はｚ方向を規定し、励磁ボア４内で、特に超伝導バル
ク磁石２１の試料体積ＳＶ内で、励磁磁石１によって発生する磁場４は、基本的にｚ方向
と平行であるので、磁場４のＢｚ成分は関連する唯一の磁場成分である。
【００５５】
　装置１００は、図示の実施形態では円筒形ホルダー８に設置された、補正コイルシステ
ム３６を備えた磁場補正ユニット３１をさらに含む。磁場補正ユニット３１は、クライオ
スタット１１の室温ボア１２に挿入されている。補正コイルシステム３６は、少なくとも
部分的に、図示の実施形態では完全に、半径方向と軸方向とに関して超伝導ボア７の内に
位置する。
【００５６】
　補正コイルシステム３６は、電気で動作する複数の補正コイル３２を含む。これを目的
として、磁場補正ユニット３１は、線３７によって複数の磁場補正電流源３３に接続され
ている。磁場補正電流源３３により、磁場補正ユニット３１またはその補正コイルシステ
ム３６は、それぞれ、超伝導ボア７内から補助磁場を発生させるための補助電流を提供さ
れ得る。
【００５７】
　磁場補正ユニット３１は、ここでは２つの磁場センサー３４も含み、１つは中心軸５上
に位置し、１つは中心軸５から半径方向の距離に位置する。さらに、磁場補正ユニット３
１は電動式機構３５を備えている。機構３５（移動機構とも呼ばれる）によって、磁場補
正ユニット３１は（よって磁場センサー３４も）、特に、捕捉磁場の高均一性が求められ
る試料体積ＳＶ内で、励磁磁石１の磁場４および／または超伝導ボア７もしくは室温ボア
１２内の捕捉磁場２５をそれぞれスキャンするために、中心軸５に沿って平行移動し、中
心軸５の周りを回転し得る。試料体積ＳＶは、通常は（図示されているように）、超伝導
ボア７の軸方向および半径方向の中心の領域にある。
【００５８】
　室温ボア１２は、ここでは２つの開放端を備えて示されているが、他の実施形態では、
室温ボア１２は、片側が開いており、片側が閉じている場合もあることに留意されたい。
また、中心軸５は、ここでは垂直方向を向いているが、別の実施形態では、異なる方向、
例えば水平方向を向いている場合もあることに留意されたい。励磁磁石１は、ここでは超
伝導型のものであるが、他の実施形態では、通常の伝導型のものであってもよい。
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【００５９】
　図２に、例示的な一変形形態における、超伝導バルク磁石を着磁（励磁）するための本
発明の方法を示す。本方法は、例えば、図１に示されるような装置で行われ得る。
【００６０】
　本方法の開始２００後、最初のステップａ）２０２で、超伝導バルク磁石は、電気励磁
磁石の励磁ボア内部に配置される。一般に、励磁磁石は固定されており、例えば超伝導バ
ルク磁石のメーカーの施設内に位置することに留意されたい。さらに、一般に、超伝導バ
ルク磁石は、その内部温度が制御され得るクライオスタット内部に保持されていることに
留意されたい。
【００６１】
　図示の変形形態では、次のステップａ）２０４で、磁場補正ユニットまたはその補正コ
イルシステムが、それぞれ、超伝導バルク磁石の超伝導ボア内に配置される。実際には、
磁場補正ユニットは、これを目的としてクライオスタットの室温ボアに挿入される。原則
として、ステップａ’）をより早い段階で、すなわちステップａ）２０２の前に、または
後で（ただしステップｂ）／ｂ’）２１６より前に）行ってもよいことに留意されたい。
【００６２】
　次いで最初（１回目）の準備ステップサイクル２３２が行われ、これはステップｂ）２
０６から始まり、ここでは、超伝導バルク磁石はその臨界温度Ｔｃよりも高い温度Ｔｂｕ

ｌｋの状態で、磁場を発生させるために励磁磁石の電流を増加させる。言い換えると、超
伝導バルク磁石は、このステップ中において、通常の伝導状態である。結果として、励磁
磁石によって発生した磁場は、基本的には妨げられることなく、超伝導バルク磁石に侵入
し、超伝導ボアを満たす。最初の準備サイクル２３２において、図示の変形形態では、磁
場補正ユニットは励磁されない。
【００６３】
　次いでステップｃ）２０８で、クライオスタット内部の温度が低下して、Ｔｂｕｌｋが
Ｔｃよりも低くなる。言い換えると、超伝導バルク磁石は超伝導状態になる。
【００６４】
　次にステップｄ）２１０で、励磁磁石を動作させている電流が減少するので、その磁場
はオフになる。しかしながら、超伝導バルク磁石が磁束をその超伝導ボア内に保っており
、結果として超伝導ボア内部に捕捉磁場が生じる。超伝導バルク磁石は、超伝導状態を維
持するようにＴｂｕｌｋ＜Ｔｃに保たれる。
【００６５】
　次のステップｆ）２１２では、Ｔｂｕｌｋ＜Ｔｃのままで、捕捉磁場の磁場分布が超伝
導ボア内で測定される。したがって、励磁磁石のみから発生した捕捉磁場の特性を決定す
ることができる。
【００６６】
　次に、捕捉磁場、特にその不均一性が解析され、この解析の結果から、磁場補正ユニッ
トを動作させるための磁場補正電流（補助電流とも呼ばれる）がステップｇ）２１４にお
いて導出される。磁場補正電流が適切に選択されると（以下を参照）、磁場補正ユニット
は（次のサイクルで）励磁ボアの磁場に重畳する補助磁場を発生させることができ、超伝
導バルク磁石によってこの磁場の重畳を捕捉することにより、捕捉磁場の均一性を改善す
ることができる。このステップｇ）２１４の過程で、超伝導バルク磁石は消磁され、温度
がＴｂｕｌｋ＞Ｔｃになるので、次のステップサイクルの準備として、非超伝導状態にな
る。ステップｇ）２１４は、最初の準備ステップサイクル２３２を終了させる。
【００６７】
　次いで一般に、次の準備ステップサイクル２３４が続く。このサイクル２３４は、ステ
ップｂ）２１６およびｂ’）２１７から始まる。すなわち、励磁磁石の電流を再び増加さ
せ（ステップｂ）、前のステップｇ）２１４で決定されたとおりに磁場補正ユニットの補
助電流を増加させる（ステップｂ’）。これはＴｂｕｌｋ＞Ｔｃを保ちながら、任意の順
序で、または同時に行われ得る。これで、励磁磁石によって発生した磁場と磁場補正ユニ
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ットによって発生した補助磁場の重畳は、（非超伝導状態の）超伝導バルク磁石に侵入し
、超伝導ボアを満たす。
【００６８】
　次に、ステップｃ）２１８で、超伝導バルク磁石が冷却されて、ＴｂｕｌｋがＴｃより
低くなり、超伝導バルク磁石が超伝導状態になる。
【００６９】
　続いて、ステップｄ）２２０およびｄ’）２２１において、Ｔｂｕｌｋ＜Ｔｃを保ちな
がら、励磁磁石の電流が減少し（ステップｄ）、磁場補正ユニットにおける補助電流が減
少する（ステップｄ’）。言い換えると、励磁磁石の磁場および磁場補正ユニットの補助
磁場はオフになる。しかしながら、超伝導状態の超伝導バルク磁石はその内部に磁束を捕
捉し、よって磁場が再び超伝導ボアに捕捉される。
【００７０】
　図示の変形形態では、次のステップｆ）２２２で、超伝導ボア内部の捕捉磁場の磁場分
布が測定される。
【００７１】
　測定された磁場は次いで評価され２２４、すなわち、その均一性が検査される。均一性
が所定の制限値を達成せず、よって目的の用途に十分であるとみなされない場合、現サイ
クル２３４のステップｆ）２２２で取得された測定磁場分布と、通常は、サイクル２３２
のステップｆ）２１２などの、前のサイクル２３２の考えうるステップｆ）で測定された
測定磁場分布も考慮に入れて、ステップｇ）２２６において新しい補助電流セットが導出
される。ステップｇ）２２６においても、超伝導バルク磁石は消磁され、再びＴｃより高
くなることに留意されたい。ステップｂ）２１６、ステップｂ’）２１７において、この
新しい補助電流セットにより、次のステップサイクルが開始される。ここで、所望または
必要に応じて、捕捉磁場の均一性をさらに高めるために、さらなる準備サイクル２３４が
続いてもよいことを理解されたい。
【００７２】
　しかしながら、測定された捕捉磁場の均一性が評価２２４で所定の磁場均一性レベルを
達成し（または超え）、よって目的の用途に十分であるとみなされる場合には、ステップ
ｅ）２２８において、磁場補正ユニットは超伝導ボアから取り外され（すなわち、超伝導
バルク磁石を囲むクライオスタットの室温ボアから引き出され）、超伝導バルク磁石は（
そのクライオスタットと一緒に）励磁磁石の励磁ボアから取り外される。超伝導バルク磁
石の温度Ｔｂｕｌｋは、超伝導を維持し、よって超伝導ボア内の捕捉磁場を維持するため
に、Ｔｃより十分に低く保たれる。方法は次いで終了し２３０、直近のステップである、
現サイクルのステップｂ）、ｂ’）２１６、２１７、およびｃ）２１８、およびｄ）、ｄ
’）２２０、２２１、およびｆ）２２２、およびｅ）２２８はその場合、（準備ステップ
サイクルにではなく）最終ステップサイクル２３６に属する。本発明によれば、第１の準
備サイクル２３２の直後に最終ステップサイクル２３６が続くことが十分に可能であるこ
とに留意されたい。
【００７３】
　超伝導バルク磁石の着磁が終了した２３０後、励磁された超伝導バルク磁石は通常、例
えば、試料が試料体積において捕捉磁場にさらされる試料のＮＭＲ調査などの実験のため
に捕捉磁場が必要とされ使用される、実験室のような適用現場に輸送される。超伝導バル
ク磁石が、超伝導バルク磁石の超伝導材料の臨界温度Ｔｃより十分に低い温度Ｔｂｕｌｋ

に保たれている限り、超伝導ボア内の磁場は再励磁の必要なく保存されることになる。
【００７４】
　図３に、ｎ回目の（すなわち、最初ではない）準備ステップサイクルまたは最終ステッ
プサイクル中における図２に記載される方法の過程を示す。例示されているのは、時間ｔ
（任意の単位）の関数としての、超伝導バルク磁石の温度Ｔｂｕｌｋ（上のグラフ線、温
度Ｔの目盛りは右側にケルビン単位で示されている、右向きの矢印を参照）、ならびに、
励磁磁石に印加された電流Ｉ０と、超伝導ボアの内部にそれぞれ位置する、磁場補正ユニ
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ットまたは補正コイルシステムに印加された補助電流Ｉ１、Ｉ２、Ｉ３（下のグラフ線、
電流Ｉの目盛りは左側にアンペア単位で示されている、左向きの矢印を参照）とである。
通常、各補助電流Ｉ１、Ｉ２、Ｉ３は、補正コイルシステムの別個のコイルサブセットに
印加され、各コイルサブセットは、補助磁場のＢｚ成分への特定の次数の勾配磁場寄与に
対処する。あるいは、補助電流は単に単一の補正コイルに直接割り当てられてもよい。
【００７５】
　ステップｂ）、ｂ’）２１６、２１７中において、Ｔｂｕｌｋは臨界温度Ｔｃ（ここで
は約９０Ｋ）を超えている。電流Ｉ０および補助電流Ｉ１、Ｉ２、Ｉ３は、ゼロからそれ
ぞれの所望の電流まで増加する（ここでＩ３は負の符号を有することに留意されたい）。
到達した補助電流Ｉ１、Ｉ２、Ｉ３の絶対値は、電流Ｉ０の絶対値よりもはるかに低いこ
とに留意されたい。図示の変形形態では、電流Ｉ０とＩ１、Ｉ２、Ｉ３とが同時に増加す
るが、代わりに、例えばＩ０を最初に増加させ、その後Ｉ１、Ｉ２、Ｉ３を増加させるな
ど、所望の順序を適用することも可能である。電流Ｉ０、Ｉ１、Ｉ２、Ｉ３によって、外
部から磁場が発生し、超伝導バルク磁石内部から補助磁場が発生する。
【００７６】
　電流Ｉ０と補助電流Ｉ１、Ｉ２、Ｉ３とがそれらの所望の（最大）値に達すると、ステ
ップｃ）２１８が開始され得る。電流Ｉ０、Ｉ１、Ｉ２、Ｉ３を一定に保ったまま、Ｔｂ

ｕｌｋが、Ｔｃより低い動作温度Ｔｏｐまで下がる。Ｔｏｐはここでは約５０Ｋである。
そのため、ステップｃ）２１８中において、超伝導バルク磁石は超伝導状態になり、よっ
て誘導により電流を引き継ぐ準備ができた状態となる。
【００７７】
　次いでステップｄ）、ｄ’２２０、２２１で、ＴｂｕｌｋがＴｏｐに保たれたまま、電
流Ｉ０と補助電流Ｉ１、Ｉ２、Ｉ３とがゼロまで減少する（戻る）。時間変化する磁場の
結果として、超伝導バルク磁石に電流が誘導され、結果として超伝導体内部の磁場が経時
的に本質的に一定になる。磁場はバルク磁石に捕捉されていると言われる。
【００７８】
　基本的に着磁（励磁）後の超伝導バルク磁石の最終段階を示すステップｅ）２２８では
、すべての電流Ｉ０、Ｉ１、Ｉ２、Ｉ３がオフになっており、ＴｂｕｌｋはＴｏｐに保た
れる。超伝導バルク磁石を（そのクライオスタットと一緒に）励磁磁石ボアから取り外す
ことができ、磁場補正ユニットはここで超伝導ボアから取り外され得る。
【００７９】
　図４に、磁場補正ユニット３１の補正コイルシステム３６の一部、すなわちここでは２
つの補正コイル３２ａ、３２ｂのコイルサブセット５１（左挿入図も参照）の概略断面図
を示す。コイルサブセット５１の該補正コイル３２ａ、３２ｂは、ここではソレノイド型
のものであり、超伝導バルク磁石２１の超伝導ボア７の中心軸５と同軸上に配置されてい
る。それらは電気的に直列に接続されており、磁場補正電流源３３／５３によって提供さ
れる補助電流の方向は２つの補正コイル３２ａ、３２ｂにおいて反対である。コイル巻線
の断面の点とバツ印を参照されたい。結果として、コイルサブセット５１によって発生す
る補助磁場５３は、超伝導ボア７の上部と下部とで向きが反対であり、基本的に中心軸５
に平行になる。したがって、コイルサブセット５１によって発生した補助磁場５３は、超
伝導ボア７内の（全）磁場Ｂｚのｚ成分に対する一次軸上勾配磁場寄与を表す。このため
に、ここで発生する補助磁場５３は、線形軸上補正磁場とも呼ばれる。
【００８０】
　超伝導バルク磁石２１が超伝導状態であるときに補助電流をオフにすると、コイル３２
ａ、３２ｂ内の電流が誘導によって、近くの、超伝導バルク磁石２１の内層に伝達される
。捕捉電流５４を対照されたい。これらの捕捉電流５４は、基本的に、超伝導ボア７内の
対応する磁場を維持する。すなわち、補助磁場５３は基本的に保存される。
【００８１】
　図５に、別の、磁場補正ユニット３１の補正コイルシステム３６の一部、すなわちここ
では３つの補正コイル３２ａ、３２ｂ、３２ｃのコイルサブセット６１（左挿入図も参照
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）の概略断面図を示す。コイルサブセット６１の該補正コイル３２ａ、３２ｂ、３２ｃは
、ここでもやはりソレノイド型のものであり、超伝導バルク磁石２１の超伝導ボア７の中
心軸５と同軸上に配置されている。それらは電気的に直列に接続されており、磁場補正電
流源３３／６２によって提供される補助電流の方向は中心軸５に沿って３つの補正コイル
３２ａ、３２ｂ、３２ｃにおいて互い違いになっている。コイル巻線の断面の点とバツ印
を参照されたい。結果として、コイルサブセット６１によって発生する補助磁場６３は、
超伝導ボア７の上部と下部とで第１の方向を有し、超伝導ボア７の中央部で反対の第２の
方向を有し、基本的に中心軸５に平行になる。したがって、コイルサブセット６１によっ
て発生した補助磁場６３は、超伝導ボア７内の（全）磁場Ｂｚのｚ成分に対する二次軸上
勾配磁場寄与を表す。このため、ここで発生する補助磁場６３は、二次軸上補正磁場とも
呼ばれる。
【００８２】
　超伝導バルク磁石２１が超伝導状態であるときに補助電流をオフにすると、コイル３２
ａ～３２ｃ内の電流が誘導によって、近くの、超伝導バルク磁石２１の内層に伝達される
。捕捉電流６４を参照されたい。これらの捕捉電流６４は、基本的に、超伝導ボア７内の
対応する磁場を維持する。すなわち、補助磁場６３は基本的に保存される。
【００８３】
　図６に、さらに別の、磁場補正ユニット３１の補正コイルシステム３６の一部、すなわ
ちここでは４つの補正コイル３２ａ、３２ｂ、３２ｃ、３２ｄのコイルサブセット７１（
左挿入図も参照）の概略断面図を示す。コイルサブセット７１の該補正コイル３２ａ～３
２ｄはここではサドル型のものであり、磁場補正ユニット３１の円筒形ホルダー８に配置
されており、それらの局所サドルコイル窓軸７５は、超伝導バルク磁石２１の超伝導ボア
７の中心軸５に垂直である。それらは電気的に直列に接続されており、磁場補正電流源３
３／７２によって提供される補助電流が、２つの上部コイル３２ａ、３２ｃについては第
１の方向を有し、２つの下部コイル３２ｂ、３２ｄにおいては第１の方向と反対の第２の
方向を有する。コイル巻線の断面の点とバツ印を参照されたい。結果として、コイルサブ
セット７１によって発生する補助磁場７３は、超伝導ボア７の左中央部で第１の方向を有
し、超伝導ボア７の右中央部で反対の第２の方向を有し、基本的に中心軸５に平行になる
。したがって、コイルサブセット６１によって発生した補助磁場６３は、超伝導ボア７内
の（全）磁場Ｂｚのｚ成分に対する一次軸外勾配磁場寄与を表す。このために、ここで発
生する補助磁場７３は、線形軸外補正磁場とも呼ばれる。超伝導ボア７の通常使用される
中央体積分率または試料体積ＳＶには関係のない、半径方向と軸方向とに中心から外れた
領域の補助磁場７３に対する若干の寄与Ｂｘもあることに留意されたい。
【００８４】
　超伝導バルク磁石２１が超伝導状態であるときに補助電流をオフにすると、コイル３２
ａ～３２ｄ内の電流が誘導によって、近くの、超伝導バルク磁石２１の内層に伝達される
。捕捉電流７４を参照されたい。これらの捕捉電流７４は、基本的に、超伝導ボア７内の
対応する磁場を維持する。すなわち、補助磁場７３は捕捉される。
【００８５】
　図１に記載される発明の装置では、補正コイルシステム３６は、図４から図６に示され
るコイルサブセット５１、６１、７１のうちの１つまたは複数を含んでいてもよく、各コ
イルサブセットは、別個の磁場補正電流源３３、それぞれ５２、６２、７２で動作するこ
とに留意されたい。
【００８６】
　図７に、中心軸５を含む平面に沿って取られた、本発明に従って着磁された超伝導バル
ク磁石２１の断面（または切断面２６）の概略図を示す。
【００８７】
　本発明の磁場中冷却プロセスの後、超伝導バルク磁石２１の半径方向（とある程度まで
軸方向）に外側の部分（通常、超伝導バルク磁石２１の７５％以上の体積分率を有する）
は、基本的に励磁磁石に元々存在する電流に対応する（またはその電流に起因する）捕捉
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磁場電流２２によって着磁される。さらに、超伝導バルク磁石２１の半径方向（とある程
度まで軸方向）に内側の部分（通常、超伝導バルク磁石２１の１％以下の体積分率を有す
る）は、基本的に磁場補正ユニットまたはその補正コイルシステムに元々存在する補助電
流に対応する（またはその補助電流に起因する）捕捉補正磁場電流３２によって着磁され
る。その間に、超伝導バルク磁石２１の内部には（通常、超伝導バルク磁石２１の１０％
から３０％の体積分率を有する）無電流領域２４が留まる。
【００８８】
　十分に大きい無電流領域２４を維持するために、励磁磁石の電流は、ステップｂ）にお
いて、捕捉磁場電流２２の体積がステップｄ）で所望の体積分率を超えないように、適切
に、特には、十分に低く設定されねばならないことは特筆すべきである。超伝導バルク磁
石の体積が捕捉磁場電流２２で完全に満たされた場合、超伝導バルク磁石はクエンチする
ことになり、超伝導バルク磁石を永久的に損傷する大きなリスクを負う。
【００８９】
　以下では、磁場補正ユニットまたはその補正コイルシステムを動作させるための補助電
流（補正電流とも呼ばれる）の決定（ステップｇ）の過程、上記参照）についてより詳細
に説明する。
【００９０】
　補正電流の決定（１回目の実行／ステップサイクル）
【００９１】
　補正コイルのための補正電流セットの決定は、捕捉電流の重畳原理の妥当性の仮定に基
づくものである。すなわち、印加された外部磁場による磁場中冷却の２回の連続した適用
の捕捉電流の合計は、２つの磁場の合計の外部磁場の磁場中冷却から観測された捕捉電流
と等しいことに基づくものである。
【００９２】
　以下で正当化されるこの仮定の下で、測定された磁場分布を、ｚ軸に沿って（「軸上」
）Ｂｚ（ｚ）のテイラー展開に展開することができ、すなわち、
【数１】

　ここで、
【数２】

　および　Ｎ＝∞　である。
【００９３】
　この例では、Ｂｚ

０（ｚ）は、（一定の、均一な）バックグラウンド磁場に対応し、α

１は線形軸上勾配係数（図４参照）、α２は二次項の係数である（図５参照）。
【００９４】
　一例として、補正コイルシステムは、電流Ｉ１、Ｉ２、・・・が、線形、二次、・・・
の磁場ｚ依存の磁場分布を有する磁場中冷却後の捕捉磁場を発生させるように実装されう
る。この（単純な）事例では、係数αｉは、それぞれのコイルサブセットｉにおける補正
電流に正比例する。
【００９５】
　磁気中心の周りに正確な単項式磁場ｚ依存を発生させる補正コイルシステムの実装は扱
いづらい場合もあり、単項式以外の基底関数がより実際的かつ／または効率的である場合
もある。磁場分解が機能するためには、基底関数を線形独立とし、完全な基底系を形成し
さえすればよく、任意の測定された磁場分布を基底関数の一意に定義された線形結合とし
て記述することができる。
【００９６】
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　厳密に言うと、この分解は、基礎となる可能な磁場分布セットの基底を形成する、無限
数の基底関数を有する場合にのみ完全に機能する。実際には、補正コイルシステムには有
限数のコイルサブセットがあり、有限数の補正電流源によって動作することになる。この
場合、上記の展開においてＮは有限であり、測定された磁場分布は展開と正確に等しくは
なく、展開によって近似されるにすぎない。しかしながら、すべての実際の事例において
、展開はｚ＝０の周り（すなわち、磁気中心の周り）に非常に迅速に収束し、磁場分布は
、いくつか（ａ　ｆｅｗ）のリーディングオーダーの補正後に均一に十分に近くなる。Ｎ
のプラクティカル数は、２から４とすることができよう。
【００９７】
　磁気軸に沿ったこれらの「勾配」の補正以外に、通常は「軸外」の磁場変化もある。典
型的な例（および３次元展開におけるリーディングオーダー）は、勾配ｄＢｚ／ｄｘであ
ろう。ｚ＝０におけるＢｚ成分は、軸ｒ＝０からｘ（またはｙ）方向に離れると変化する
。
【００９８】
　やはり、これを係数で表すことができ、この係数は、半径方向外側に１、２、３・・・
ｍｍ移動すると磁場Ｂｚがどれだけ変化するかの尺度である。やはり、そのような「軸外
勾配」、いわゆるＸ勾配を作成し、上述した軸上勾配と同様に動作するコイルサブセット
を定義することができる。図６も参照されたい。また、より高次（二次以上）の軸外勾配
も存在し、これにしかるべく対処できることに留意されたい。
【００９９】
　ここで完全を期すために混合次の項について言及しておかねばならない。これらは原則
として、記載の方法を使用して補正することも可能であるが、これは実際的ではないよう
に思われ得る。
【０１００】
　実際には、次の工程に従って電流の決定を行うことができる。
　１．設置された（独立して動作する）コイルまたはコイルサブセットのいずれかの、所
与の超伝導バルク磁石形状および目標温度についての捕捉磁場分布と、それぞれの勾配効
率、すなわち補正電流振幅ごとの磁場強度を示す係数とを決定する。
　２．補正磁場を印加せずに、個々のバルク磁石の捕捉磁場分布を決定する（バージンプ
ロット）。
　３．バージンプロットの合計の不均一性と勾配分布ｇｉ（Ｒ）の加重合計とを最小にす
る、電流Ｉｉの最適な組み合わせを数値的に決定する。この文脈での最適な組み合わせと
は、考慮中の体積（「試料体積」、ＳＶ）内のどこかにおける最小の絶対差を意味する。
したがって、
【数３】

　が最小化される。
【０１０１】
　補正電流の決定（反復）
【０１０２】
　第１の補正電流セットが磁場中冷却プロセスの１回目の反復（実行／サイクル）時にシ
ステムに印加されており、観測された磁場分布が依然としてＢ＝ｃｏｎｓｔ磁場分布から
の大きすぎる偏差を示す場合、調整された補正電流セットで磁場中冷却ループを繰り返し
てもよい。最後の反復後に残留不均一磁場を展開するための上記の工程に従うと、新しい
補正電流セットが提供される。これらは、連続して磁場中冷却を実行するために、最後の
電流セットを置き換えるのではなくこれらに追加されねばならない。
【０１０３】
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　重畳原理の適用性の仮定の妥当性
【０１０４】
　厳密に言うと、重畳原理は適用できない。重畳原理は、バルク導体の内壁に隣接する同
じ領域を、個々の補正コイルから電流を運ぶために同時に使用することができると想定す
る。磁場中冷却は、既定では、所与の導体体積における飽和電流密度をもたらす処理であ
るので、「重畳」のステップのための導電「割り当て（ｂｕｄｇｅｔ）」は残されていな
い。
【０１０５】
　とはいえ、補正コイルからの比較的小さい磁場の磁場中冷却からの導電に関与する超伝
導体の層は（励磁磁石からのバルク外部の大きな電流と比較して）非常に薄く、ミクロン
オーダーのものである。連続するステップではその場合、単に、最も内側の層の数ミクロ
ン外側に位置する「次に利用可能な」超伝導層を使用することになる。この距離はバルク
磁石の全体サイズに比べて非常に小さいので、２つの電流は、当初想定されていた「重畳
」位置と同じ高精度の場所を流れる。捕捉磁場への影響は実質的に識別できない。
【０１０６】
　したがって、重畳原理は、厳密には満たされないが、十分に低い補正電流の非常によい
近似である。
【０１０７】
　結論
【０１０８】
　要約すると、本発明は、超伝導バルク磁石（２１）を着磁するための方法に関し、以下
のステップを有する：
－ステップａ）（２０２）電気励磁磁石（１）の励磁ボア（３）内部に超伝導バルク磁石
（２１）を配置するステップと、
　ステップａ’）（２０４）少なくとも部分的に超伝導バルク磁石（２１）の超伝導ボア
（７）内部に磁場補正ユニット（３１）を配置するステップと、これに続く
－ステップｂ）（２０６、２１６）励磁磁石（１）に少なくとも１つの電流（Ｉ０）を印
加して、外部から超伝導バルク磁石（２１）に印加される磁場（４）を励磁磁石（１）に
よって発生させるステップであって、超伝導バルク磁石（２１）の温度Ｔｂｕｌｋが超伝
導バルク磁石（２１）の臨界温度Ｔｃを超える、ステップと、
　ステップｂ’）（２１７）磁場補正ユニット（３１）に少なくとも１つの補助電流（Ｉ

１、Ｉ２、Ｉ３）を印加して、超伝導ボア（７）内から超伝導バルク磁石（２１）に印加
される補助磁場（５３、６３、７３）を発生させるステップであって、Ｔｂｕｌｋ＞Ｔｃ

である、ステップと、これに続く
－ステップｃ）（２０８、２１８）ＴｂｕｌｋをＴｃ未満に下げるステップと、これに続
く
－ステップｄ）（２１０、２２０）励磁磁石（１）で少なくとも１つの電流（Ｉ０）をオ
フにするステップであって、Ｔｂｕｌｋ＜Ｔｃである、ステップと、
　ステップｄ’）（２２１）磁場補正ユニット（３１）で少なくとも１つの補助電流（Ｉ

１、Ｉ２、Ｉ３）をオフにするステップであって、Ｔｂｕｌｋ＜Ｔｃである、ステップと
、これに続く
－ステップｅ）（２２８）励磁ボア（３）から超伝導バルク磁石（２１）を取り外し、Ｔ

ｂｕｌｋ＜Ｔｃを維持するステップとを有する。本発明は、超伝導バルク磁石の捕捉磁場
のより高い均一性を簡単な方法で得るための、超伝導バルク磁石を着磁する方法を提供す
る。
【符号の説明】
【０１０９】
１　電気励磁磁石
２　励磁電流源
３　励磁ボア
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４　励磁磁場
５　中心軸
６　励磁クライオスタット
７　バルク磁石超伝導ボア
８　円筒形ホルダー
１１　超伝導バルク磁石のクライオスタット
１２　クライオスタットボア／室温ボア
２１　超伝導バルク磁石
２２　捕捉磁場電流（領域）
２３　捕捉磁場補正電流（領域）
２４　超伝導バルク磁石内部の無電流領域
２５　捕捉磁場
２６　切断面
３１　磁場補正ユニット
３２、３２ａ～３２ｄ　補正コイル
３３　（１つまたは複数の）磁場補正電流源
３４　（１つまたは複数の）磁場センサー
３５　移動機構
３６　補正コイルシステム
３７　線
５１　線形軸上補正コイルシステム／コイルサブセット
５２　線形軸上補正電流源
５３　線形軸上補正磁場／補助磁場
５４　線形軸上捕捉電流
６１　二次軸上補正コイルシステム／コイルサブセット
６２　二次軸上補正電流源
６３　二次軸上補正磁場／補助磁場
６４　二次軸上捕捉電流
７１　線形軸外補正コイルシステム／コイルサブセット
７２　線形軸外補正コイルシステム電流源
７３　線形軸外補正磁場／補助磁場
７４　線形軸外捕捉電流
７５　補正コイルの局所軸
１００　装置
２００　開始
２０２　ステップａ）
２０４　ステップａ’）
２０６　ステップｂ）
２０８　ステップｃ）
２１０　ステップｄ）
２１２　ステップｆ）
２１４　ステップｇ）
２１６　ステップｂ）
２１７　ステップｂ’）
２１８　ステップｃ）
２２０　ステップｄ）
２２１　ステップｄ’）
２２２　ステップｆ）
２２４　測定された磁場分布の評価／均一性は十分か？
２２６　ステップｇ）
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２２８　ステップｅ）
２３０　終了
２３２　１回目の準備ステップサイクル
２３４　ｎ回目の準備ステップサイクル
２３６　最終ステップサイクル
Ｉ０　励磁磁石の電流
Ｉ１～Ｉ３　磁場補正ユニットの補助電流
ＳＶ　試料体積
ｔ　時間
Ｔｂｕｌｋ　超伝導バルク磁石の温度
Ｔｃ　臨界温度
Ｔｏｐ　超伝導バルク磁石の動作温度

【図１】 【図２】
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